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Review of the Concept of Distance Definition: 





The purpose of this paper is to focus on the distance between individuals and 
organizations and to summarize previous researches on the concept of distance 
discussed in the fields other than organizational behavior theory.  Then a review was 
made on how new concepts of psychological distance are perceived in the field of 
Employee and Organization Relations (EOR). The results of the previous researches 
review revealed that distance can be categorized into two types: psychological aspects 
and actual behaviors.  However, there was also the issue that there is a mixture of the 
two types, and the need to consider the distinction became apparent.  Further 
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合は、役員を除く雇用者全体の 37％という値が示されている 6。 
このような社会や会社組織の変化に伴い、企業に所属する個人側の意識にも影響が出始
めている。日本国内の動きとして企業に所属する正社員に注目すると、組織の変化や働き








5 高年齢者雇用安定法第 9 条は、高年齢者の 65 歳までの安定した雇用を確保するため、定年年齢を 65 歳未満
としている事業主に、高年齢者雇用確保措置として、①65 歳まで定年年齢を引き上げ②希望者全員を対象とす
る 65 歳までの継続雇用制度導入 ③定年制の廃止のうちいずれかの措置の実施を義務づけている。  
6 厚生労働省の労働力調査（詳細集計）2020 年（令和 2 年）7～9 月期平均結果では、役員を除く雇用者のう
ち、正規の職員・従業員は 3,537 万人（63％）、非正規の職員・従業員は 2,064 万人（37％）である。 
https://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/4hanki/dt/index.html（2021/1/10 アクセス） 

































                                           
7労働政策研究機構報告書 No.196 第Ⅲ部「企業内の育成・能力開発，キャリア管理に関するアンケート調査」
（企業調査・職場管理職調査・従業員調査）。従業員 300 人以上の企業・法人と，これら企業・法人に勤務する
管理職・正社員に対するアンケート調査を実施し（2016 年 1～3 月），その結果を分析している（2017 年 3 月
31 日公表）。https://www.jil.go.jp/institute/reports/2017/0196.html（2021/1/10 アクセス） 






















く対等な関係性を築く個人の働き方についての議論（Pink 2002；Gratton 2011；Hoffman, 




































































































ある。Chen & Li（2018）の EOPD 尺度のみならず、ディスアイデンティフィケーション
（Elsbach 1999; Pratt 2000; Ashforth 2001）など EOR の概念でも、組織と離れることは
個人と組織の両者にとってよくない影響を与えるという暗黙知が確認されている（大橋  
2019）。しかし、テレワークにより組織との距離が物理的に離れる動きは広がりを見せ、

































る影響」『Works Discussion Paper Series』No.31, リクルートワークス研究所。 
大橋重子（2019a）「個人と組織の関係性に関する既存概念の再検討―関係性の変化と個人の能動性
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